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平
成
２０
年
度
地
方
財
政
対
策
が

１２
月
１８
日
、
増
田
寛
也
・
総
務
大

臣
と
額
賀
�
志
郎
・
財
務
大
臣
に

よ
る
閣
僚
折
衝
で
決
着
し
た
。

地
方
自
治
体
の
財
政
運
営
上
の

指
標
と
な
る
地
方
財
政
計
画
の
規

模
は
、
前
年
度
比
０
・
３
％
増
の

８３
兆
３
９
０
０
億
円
。
７
年
ぶ
り

の
増
額
と
な
っ
た
。
地
方
一
般
歳

出
は
、
０
・
０
％
の
微
増
で
６５
兆

７
５
０
０
億
円
と
な
り
、
９
年
ぶ

り
の
増
額
と
な
っ
た
。

こ
の
ほ
か
歳
出
面
で
は
、
地
方

交
付
税
の
特
別
枠
と
し
て
「
地
方

再
生
対
策
費
」
を
創
設
、
４
０
０

０
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。
こ
の
対

策
費
は
地
方
交
付
税
の
算
定
を
通

じ
「
市
町
村
、
特
に
財
政
状
況
の

厳
し
い
地
域
」
へ
重
点
的
に
配
分

さ
れ
る
も
の
。
都
道
府
県
へ
１
５

０
０
億
円
、
市
町
村
へ
２
５
０
０

億
円
が
配
分
さ
れ
る
。

総
務
省
の
試
算
で
は
市
町
村
の

場
合
、
▽
人
口
１０
万
人
規
模
�
２

億
円
程
度
▽
同
５
万
人
規
模
�
１

億
３
０
０
０
万
円
程
度
▽
同
１
万

人
規
模
�
８
０
０
０
万
円
程
度
▽

同
５
０
０
０
人
規
模
�
６
０
０
０

万
円
程
度
。
都
道
府
県
の
場
合

は
、
標
準
団
体
（
人
口
１
７
０
万

人
）
で
２０
億
円
程
度
が
配
分
さ
れ

る
見
込
み
と
な
っ
て
い
る
。

同
対
策
費
の
財
源
に
は
、
与
党

税
制
改
正
大
綱
�
２
面
参
照
�
で

示
さ
れ
た
地
方
税
の
偏
在
是
正
の

方
針
に
伴
い
、
暫
定
的
な
措
置
と

し
て
創
設
さ
れ
た
「
地
方
法
人
特

別
税
」
を
充
て
る
。

歳
入
面
で
は
、
一
般
財
源
の
総

額
が
前
年
度
比
１
・
１
％
増
の
５９

兆
８
９
０
０
億
円
。
こ
の
う
ち
地

方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
実
質
的

な
交
付
税
額
と
し
て
前
年
度
比
２

・
３
％
増
の
１８
兆
２
４
０
０
億
円

が
確
保
さ
れ
、
１５
年
度
以
来
５
年

ぶ
り
の
増
額
と
な
っ
た
。
内
訳
と

し
て
は
、
地
方
交
付
税
が
前
年
度

比
１
・
３
％
増
の
１５
兆
４
１
０
０

億
円
、臨
時
財
政
対
策
債
が
前
年

度
比
７
・
７
％
増
の
２
兆
８
３
０

０
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

な
お
、
財
源
不
足
額
が
５
・
２

兆
円
発
生
す
る
が
、
２０
年
度
に
お

い
て
は
、
交
付
税
特
別
会
計
借
入

金
の
償
還
を
２２
年
度
以
降
に
繰
り

延
べ
る
こ
と
と
さ
れ
た
。
ま
た
、

そ
れ
で
も
な
お
生
じ
る
財
源
不
足

に
つ
い
て
は
、
「
財
源
対
策
債
の

発
行
」
「
地
方
交
付
税
の
増
額
に

よ
る
補
て
ん
措
置
」
「
臨
時
財
政

対
策
債
の
発
行
」「
特
別
交
付
金
」

に
よ
り
賄
わ
れ
る
。

地
財
対
策
の
決
着
を
受
け
同

日
、
地
方
六
団
体
は
会
長
連
名
に

よ
る
共
同
声
明
を
発
表
し
た
。

（
共
同
声
明
は
４
面
に
掲
載
）

藤
田
�
之
本
会
会
長
（
広
島
市

議
会
議
長
）
は
じ
め
地
方
六
団
体

の
代
表
は
１２
月
１８
日
の
午
前
か

ら
、
総
務
省
で
開
か
れ
た
「
地
方

財
政
に
関
す
る
総
務
大
臣
・
地
方

六
団
体
会
合
」
に
出
席
し
た
。
会

合
で
は
、
与
党
税
制
改
正
大
綱
な

ど
に
つ
い
て
意
見
が
交
わ
さ
れ
た
。

冒
頭
、
増
田
総
務
相
が
あ
い
さ

つ
し
、
地
方
法
人
特
別
税
の
創
設

な
ど
大
綱
の
要
旨
�
２
面
参
照
�

を
説
明
。
併
せ
て
、
２０
年
度
地
方

財
政
対
策
で
地
方
交
付
税
の
特
別

枠
（
４
０
０
０
億
円
）
を
創
設
す

る
方
針
な
ど
を
説
明
し
た
。

こ
れ
に
対
し
藤
田
会
長
は
、

「
国
税
と
し
て
地
方
法
人
特
別
税

を
創
設
す
る
こ
と
自
体
が
地
方
分

権
に
逆
行
す
る
」
と
指
摘
し
た
。

ま
た
、
地
財
対
策
の
う
ち
交
付
税

の
特
別
枠
創
設
に
つ
い
て
も
、
４

０
０
０
億
円
程
度
で
地
方
再
生
が

果
た
せ
る
か
懸
念
を
示
し
「
地
方

交
付
税
の
復
元
・
増
額
と
機
能
回

復
」
を
訴
え
た
。

こ
の
ほ
か
地
方
側
か
ら
は
「
地

方
消
費
税
の
充
実
な
ど
地
方
税
改

革
の
実
現
」
「
道
路
特
定
財
源
の

暫
定
税
率
適
用
期
間
の
１０
年
延

長
」
が
大
綱
に
盛
り
込
ま
れ
た
こ

と
を
評
価
す
る
声
が
上
が
っ
た
。

増
田
総
務
相
は
「
交
付
税
の
増

額
が
必
要
」
と
力
強
く
語
っ
た
上

で
、
１８
日
午
後
か
ら
の
額
賀
財
務

相
と
の
地
方
財
政
対
策
の
閣
僚
折

衝
に
臨
ん
だ
。
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総
務
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会
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の
も
よ
う
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自
民
・
公
明
両
党
の
税
制
調
査

会
は
１２
月
１３
日
、
平
成
２０
年
度
税

制
改
正
大
綱
を
決
定
し
た
。
こ
れ

を
受
け
、
政
府
は
来
年
の
通
常
国

会
へ
、
改
正
内
容
を
盛
り
込
ん
だ

関
連
法
案
を
提
出
す
る
。

今
回
の
改
正
で
重
要
課
題
と
な

っ
て
い
た
「
地
域
間
の
財
政
力
格

差
の
是
正
」
に
つ
い
て
は
、
「
地

方
消
費
税
の
充
実
と
地
方
法
人
課

税
の
あ
り
方
の
見
直
し
を
含
む
地

方
税
改
革
の
実
現
に
取
り
組
む
」

と
明
記
さ
れ
た
が
、
２０
年
度
で
の

抜
本
的
改
革
は
見
送
ら
れ
た
。

こ
の
代
わ
り
改
革
ま
で
の
暫
定

措
置
と
し
て
、
地
方
税
収
で
あ
る

「
法
人
事
業
税
」
の
う
ち
２
・
６

兆
円
規
模
を
国
税
に
改
め
、
新
た

に
設
け
ら
れ
る
「
地
方
法
人
特
別

税
」
の
収
入
に
充
当
さ
れ
る
こ
と

と
な
っ
た
。
こ
の
措
置
に
よ
り
得

ら
れ
た
収
入
は
、
併
せ
て
新
た
に

設
け
ら
れ
る
「
地
方
法
人
特
別
譲

与
税
」
と
し
て
、
都
道
府
県
に
再

配
分
さ
れ
る
。

こ
れ
ま
で
本
会
を
は
じ
め
と
す

る
地
方
六
団
体
は
、
財
政
力
格
差

是
正
の
必
要
性
を
訴
え
て
き
た
も

の
の
、
法
人
事
業
税
の
再
配
分
な

ど
自
治
体
間
に
お
け
る
「
水
平
的

な
調
整
」
に
つ
い
て
反
対
の
姿
勢

を
貫
い
て
き
た
。
１１
月
７
日
に
首

相
官
邸
で
開
か
れ
た
「
国
・
地
方

の
定
期
意
見
交
換
会
」
や
、
１１
月

１３
日
に
開
か
れ
た
「
地
方
財
政
に

関
す
る
総
務
大
臣
・
地
方
六
団
体

会
合
」
の
場
な
ど
で
、
格
差
是
正

に
は
、
地
域
間
の
偏
在
性
が
小
さ

い
「
地
方
消
費
税
」
の
充
実
が
有

効
と
訴
え
て
き
た
。

今
回
、
示
さ
れ
た
大
綱
で
は

「
地
方
消
費
税
」
を
充
実
す
る
た

め
の
具
体
策
が
盛
り
込
ま
れ
ず
、

今
後
の
課
題
と
な
っ
た
。
し
か

し
、
「
国
・
地
方
の
定
期
意
見
交

換
会
」
の
場
で
、
額
賀
財
務
相
が

「
消
費
税
は
貴
重
な
社
会
保
障
財

源
と
な
っ
て
い
る
た
め
、
地
方
消

費
税
の
増
額
は
困
難
」
と
発
言
す

る
な
ど
、
反
対
意
見
が
強
い
中
で

「
地
方
消
費
税
の
充
実
」
に
つ
い

て
明
記
さ
れ
た
こ
と
は
、
本
会
な

ど
の
活
動
が
反
映
さ
れ
た
も
の
と

い
え
る
。

こ
の
ほ
か
大
綱
で
は
、
地
方
の

関
心
が
高
い
「
道
路
特
定
財
源
」

に
つ
い
て
も
方
針
を
明
記
。
１２
月

７
日
に
政
府
・
与
党
で
合
意
さ
れ

た
「
道
路
特
定
財
源
の
見
直
し
に

つ
い
て
」
に
沿
い
、
▽
真
に
必
要

な
道
路
整
備
の
計
画
的
な
推
進
▽

来
春
に
適
用
期
限
が
切
れ
る
暫
定

税
率
の
１０
年
間
延
長
―
―
な
ど
が

掲
げ
ら
れ
た
。

藤
田
本
会
会
長
は
じ
め
地
方
六

団
体
の
代
表
は
１２
月
１８
日
、
自
民

党
本
部
で
開
催
さ
れ
た
「
総
務
部

会
・
地
方
行
政
調
査
会
・
地
方
税

財
政
改
革
Ｐ
Ｔ
合
同
会
議
」
に
出

席
。
平
成
２０
年
度
地
方
財
政
対
策

を
巡
り
合
同
会
議
終
了
後
、
額
賀

財
務
相
と
閣
僚
折
衝
に
臨
む
増
田

総
務
相
に
対
し
要
望
陳
述
し
た
。

要
望
で
は
、
六
団
体
を
代
表
し

麻
生
渡
・
全
国
知
事
会
会
長
が
、

地
方
財
政
の
ひ
っ
迫
し
て
い
る
状

況
を
訴
え
、
地
方
交
付
税
総
額
の

増
額
確
保
を
強
く
求
め
た
。
こ
れ

に
対
し
増
田
総
務
相
は
「
交
付
税

の
所
要
額
確
保
は
も
ち
ろ
ん
の
こ

と
、
更
に
増
額
確
保
を
目
指
す
」

と
決
意
を
表
明
し
た
。

ま
た
、
六
団
体
の
各
代
表
は
、

与
党
税
制
改
正
大
綱
の
中
で
、
道

路
特
定
財
源
の
暫
定
税
率
を
１０
年

間
延
長
す
る
方
針
が
示
さ
れ
た
こ

と
を
高
く
評
価
し
た
。
そ
の
う
え

で
暫
定
税
率
の
堅
持
に
向
け
、
来

年
の
通
常
国
会
に
提
出
さ
れ
る
関

連
法
案
の
通
過
を
目
指
し
、
関
係

各
方
面
へ
強
く
働
き
掛
け
て
い
く

姿
勢
を
示
し
た
。

合
同
会
議
に
は
、
増
田
総
務
相

は
じ
め
吉
田
六
左
エ
門
・
総
務
部

会
長
、
衛
藤
征
士
郎
・
地
方
行
政

調
査
会
長
、
中
馬
弘
毅
・
地
方
税

財
政
改
革
Ｐ
Ｔ
座
長
ら
関
係
国
会

議
員
が
出
席
し
た
。

財
務
省
は
１２
月
２０
日
、
平
成
２０

年
度
一
般
会
計
予
算
原
案
を
各
省

庁
に
内
示
し
た
。
内
示
の
結
果
を

受
け
各
省
庁
は
今
後
、
予
算
要
求

額
に
満
た
な
か
っ
た
項
目
の
満
額

確
保
な
ど
を
目
指
し
、
財
務
省
と

の
復
活
折
衝
に
臨
む
。
政
府
案
は

２４
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
る
予
定
。

国
の
予
算
規
模
を
示
す
一
般
会

計

総

額

は
０
・
２
％
増

（
１９
年
度
当
初
比
、
以
下

同
じ
）
の
８３
兆
６
１
３
億

円
。
社
会
保
障
関
係
費
や

地
方
交
付
税
交
付
金
な
ど

の
増
加
に
よ
り
、
２
年
連

続
の
増
加
と
な
っ
た
。

う
ち
歳
入
面
で
は
、
租

税
と
印
紙
に
よ
る
収
入
が

微
増
に
と
ど
ま
り
、
０
・

２
％
増
の
５３
兆
５
５
４
０

億
円
。
米
国
の
サ
ブ
プ
ラ

イ
ム
（
低
所
得
者
向
け
高

金
利
型
）
住
宅
ロ
ー
ン
問

題
の
影
響
な
ど
に
よ
る
景

気
低
迷
の
懸
念
か
ら
、
税
収
を
低

く
見
積
も
っ
た
。

歳
入
不
足
を
補
う
新
規
国
債
発

行
額
は
０
・
３
％
減
の
２５
兆
３
４

８
０
億
円
。
基
本
方
針
２
０
０
６

に
基
づ
く
歳
出
改
革
を
進
め
た
結

果
、
４
年
連
続
の
減
と
な
っ
た
。

既
発
の
国
債
に
つ
い
て
は
、
特
別

会
計
改
革
の
一
環
と
し
て
財
政
投

融
資
特
別
会
計
の
準
備
金
の
う

ち
、
９
兆
８
０
０
０
円
を
国
債
の

償
還
資
金
に
充
て
、
発
行
残
高
の

圧
縮
を
図
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

歳
出
面
で
は
、
政
策
的
経
費
の

一
般
歳
出
が
０
・
７
％
増
の
４７
兆

２
８
４
５
億
円
。
２
年
連
続
の
増

加
と
な
っ
た
。
分
野
別
で
は
、
社

会
保
障
関
係
費
が
２１
兆
７
７
７
１

億
円
で
３
・
０
％
の
増
と

な
っ
た
が
、
シ
ー
リ
ン
グ

で
定
め
た
枠
組
み
に
従

い
、
２０
年
度
に
見
込
ま
れ

る
７
５
０
０
億
円
の
自
然

増
額
分
の
う
ち
、
２
２
０

０
億
円
を
圧
縮
し
た
。

地
方
交
付
税
交
付
金
関

係
の
総
額
は
、４
・
６
％
増

の
１５
兆
６
１
３
６
億
円
。

地
方
税
の
偏
在
是
正
を
財

源
と
す
る
特
別
枠
（
地
方

再
生
対
策
費
�
４
０
０
０

億
円
）
が
創
設
さ
れ
る
な

ど
、
地
方
の
厳
し
い
財
政

事
情
に
配
慮
さ
れ
た
。

ま
た
公
共
事
業
関
係
費
は
３
・

１
％
減
の
６
兆
７
３
５
２
億
円
。

う
ち
焦
点
と
な
っ
て
い
た
道
路
特

定
財
源
に
つ
い
て
は
、
２０
年
度
税

収
３
兆
２
９
７
９
億
円
の
う
ち
、

道
路
歳
出
予
算
を
上
回
る
１
９
２

７
億
円
が
一
般
財
源
化
さ
れ
、
自

動
車
関
連
施
策
に
充
て
ら
れ
る
。

地
方
消
費
税
の
充
実
明
記

２０
年
度
税
制
改
正
大
綱

交
付
税
の
増
額
要
望

六 団 体

自
民
総
務
部
会
合
同
会
議
で

２２００年年度度予予算算一一般般会会計計

新新規規国国債債４４年年連連続続減減
財財務務省省原原案案内内示示

会
議
に
出
席
す
る
藤
田
会
長（
右
）

第１６７４号 平成１９年１２月２５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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全
国
市
議
会
議
長
会
基
地
協
議

会
（
会
長
�
原
島
貞
夫
・
福
生
市

議
会
議
長
）
は
１２
月
１１
日
、
「
基

地
周
辺
対
策
経
費
」
な
ど
基
地
関

係
予
算
の
所
要
額
確
保
を
求
め
、

財
務
省
や
自
民
党
の
国
会
議
員
に

緊
急
実
行
運
動
を
展
開
し
た
。

「
基
地
周
辺
対
策
経
費
」
は
、

基
地
の
騒
音
防
止
な
ど
周
辺
住
民

の
生
活
環
境
改
善
の
た
め
に
不
可

欠
な
も
の
で
あ
り
、
他
の
奨
励
的

補
助
金
と
は
異
な
る
、
補
償
的
な

性
格
を
持
っ
て
い
る
。

し
か
し
、
近
年
は
予
算
の
減
額

が
続
い
て
お
り
、
２０
年
度
予
算
に

お
い
て
も
、
政
府
の
歳
出
削
減
方

針
や
防
衛
省
の
調
達
問
題
等
の
影

響
に
よ
り
、
所
要
額
確
保
が
危
ぶ

ま
れ
て
い
た
。

こ
の
た
め
協
議
会
は
実
行
運
動

班
を
編
制
し
、
関
係
方
面
に
予
算

の
所
要
額
確
保
を
強
く
求
め
た
。

【
面
談
要
望
先
】

財
務
省
�
森
山
�
・
副
大
臣
、

小
泉
昭
男
・
大
臣
政
務
官

自
民
党
�
小
池
百
合
子
・
基
地

対
策
特
別
委
員
長
、
中
谷
元
・
安

全
保
障
調
査
会
長
、
衛
藤
征
士
郎

・
地
方
行
政
調
査
会
長
・
安
全
保

障
調
査
会
顧
問
・
基
地
対
策
特
別

委
員
会
顧
問
、
木
村
�
秀
・
国
防

部
会
長
、
浜
田
靖
一
・
安
全
保
障

調
査
会
会
長
代
理
、
大
野
功
統
・

安
全
保
障
調
査
会
顧
問
・
基
地
対

策
特
別
委
員
会
顧
問

全
国
市
議
会
議
長
会
基
地
協
議

会
（
会
長
�
原
島
貞
夫
・
福
生
市

議
長
）
の
正
副
会
長
と
相
談
役
は

１２
月
２０
日
、
自
民
党
本
部
で
開
か

れ
た
国
防
部
会
・
安
全
保
障
調
査

会
・
基
地
対
策
特
別
委
員
会
の
合

同
会
議
に
出
席
し
た
。

会
議
で
原
島
会
長
は
、
基
地
・

調
整
両
交
付
金
や
、
基
地
周
辺
対

策
経
費
の
所
要
額
確
保
な
ど
に
つ

い
て
要
望
し
た
。

な
お
、
同
日
財
務
省
が
内
示
し

た
平
成
２０
年
度
予
算
原
案
で
は
、

同
協
議
会
の
要
望
ど
お
り
、
基
地

・
調
整
両
交
付
金
は
前
年
度
と
同

額
の
３
２
５
・
４
億
円
が
確
保
さ

れ
た
。
基
地
周
辺
対
策
経
費
は
前

年
度
よ
り
１１
億
円
増
の
１
２
３
６

億
円
が
示
さ
れ
た
が
、
一
部
要
求

額
に
は
満
た
な
か
っ
た
。

こ
の
た
め
同
協
議
会
は
、
２１
日

の
自
民
党
総
務
部
会
関
係
合
同
会

議
に
出
席
し
た
ほ
か
、
江
渡
聡
徳

・
防
衛
副
大
臣
、
二
之
湯
智
・
総

務
大
臣
政
務
官
ら
に
面
談
、
復
活

折
衝
で
の
増
額
を
求
め
た
。

全
国
自
治
体
病
院
経
営
都
市
議

会
協
議
会
の
岡
田
荘
史
会
長
（
長

野
市
議
長
）
と
田
中
弘
光
副
会
長

（
松
江
市
議
長
）
は
１２
月
１７
日
、

自
治
体
病
院
関
連
施
策
の
充
実
強

化
を
求
め
実
行
運
動
を
展
開
。
増

田
寛
也
・
総
務
大
臣
を
は
じ
め
岸

宏
一
・
厚
生
労
働
副
大
臣
や
木
村

義
雄
・
自
治
体
病
院
議
員
連
盟
常

任
世
話
人
に
面
談
、
要
望
し
た
。

今
年
の
経
済
財
政
改
革
の
基
本

方
針
で
社
会
保
障
改
革
の
一
環
と

し
て
公
立
病
院
改
革
が
明
記
さ
れ

た
。
こ
の
た
め
総
務
省
は
、
地
方

公
共
団
体
が
「
公
立
病
院
改
革
プ

ラ
ン
」
を
策
定
す
る
た
め
の
「
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
」
を
１９
年
内
に
示
す

こ
と
を
目
指
し
て
い
た
。

そ
こ
で
同
協
議
会
は
、
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
策
定
に
あ
た
り
、
地
域
医

療
の
確
保
に
支
障
の
生
ず
る
こ
と

の
な
い
よ
う
十
分
な
配
慮
を
求
め

た
ほ
か
、
地
方
財
政
措
置
や
医
師

確
保
に
つ
い
て
も
要
望
。
今
春
ま

で
全
国
自
治
体
病
院
開
設
者
協
議

会
の
会
長
を
務
め
て
い
た
増
田
総

務
相
は
深
い
理
解
を
示
し
た
。

周
辺
対
策
予
算
確
保
を

基
地
協
が
緊
急
実
行
運
動

地
域
医
療
に
配
慮
を

自治体
病院協

増
田
総
務
相
に
要
望

国防三部会で要望
基地協議会

岸厚労副大臣（中央）に要望

増田総務相（中央）に要望

小池基地対策特別委員長（中央）に要望

森
山
財
務
副
大
臣（
右
写
真
）、

小
泉
政
務
官（
左
写
真
）に
要
望

意見陳述する原島基地協会長
（福生市議会議長）

（３） 平成１９年１２月２５日 第１６７４号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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域
間
の
財
政
力
格
差
拡
大
の

最
大
の
要
因
は
、
地
方
交
付
税
が

累
年
に
わ
た
り
大
幅
に
削
減
さ
れ

て
き
た
こ
と
に
あ
る
。
こ
の
た

め
、
地
方
六
団
体
は
地
方
交
付
税

の
財
源
保
障
・
調
整

機
能
を
回
復
し
、
地

域
間
格
差
の
是
正
を

早
期
に
図
る
た
め
、

地
方
交
付
税
総
額
の
復
元
・
増
額

を
要
請
し
て
き
た
。

こ
れ
に
対
し
、
特
別
枠
と
し
て

の
「
地
方
再
生
対
策
費
」
の
創
設

な
ど
に
よ
り
、
地
方
交
付
税
が
臨

時
財
政
対
策
債
を
含
め
約
４
千
億

円
増
額
さ
れ
、
一
般
財
源
も
交
付

団
体
ベ
ー
ス
で
約
６
千
億
円
増
額

さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
今
回
の

措
置
に
よ
り
、
４
年
間
続
い
た
地

方
交
付
税
削
減
の
流
れ
に
歯
止
め

を
か
け
る
こ
と
が
で
き
た
。
こ
れ

は
我
々
が
訴
え
て
き
た
地
方
の
深

刻
な
財
政
危
機
に
対
応
し
た
も
の

と
受
け
止
め
て
い
る
。

今
後
と
も
、
住
民
生
活
が
守
ら

れ
る
よ
う
、
社
会
保
障
関
係
経
費

の
増
大
、
地
域
活
性
化
の
た
め
の

単
独
事
業
費
と
い
っ
た
財
政
需
要

を
地
方
財
政
計
画
に
適
切
に
反
映

す
べ
き
で
あ
る
。
こ

の
こ
と
を
通
じ
て
、

地
方
交
付
税
を
充
実

し
、
そ
の
機
能
の
回

復
を
図
る
こ
と
を
強
く
求
め
る
も

の
で
あ
る
。

平
成
１９
年
１２
月
１８
日

地
方
六
団
体

▼
議
長

▽
ひ
た
ち
な
か打

越

浩（
１１
・
８
）

▽
野
洲

林

克（
１１
・
８
）

▽
安
来

深
田
富
造（
１１
・
８
）

▽
南
魚
沼

峠

佳
一（
１１
・
１２
）

▽
亀
山

大
井
捷
夫（
１１
・
１２
）

▽
泉
南

南

良
徳（
１１
・
１２
）

▽
え
び
の

�
牟
�
宏
邦（
１１
・
１２
）

▽
牧
之
原

川
島
啓
司（
１１
・
１３
）

▽
東
大
阪

浅
川
健
造（
１１
・
１４
）

▽
豊
岡

川
口

匡（
１１
・
１４
）

▽
酒
田

菅
井
儀
一（
１１
・
１５
）

▽
岡
崎

山
本
雅
宏（
１１
・
１５
）

▽
新
城

丸
山
繁
治（
１１
・
１５
）

▽
岩
国

高
田
和
博（
１１
・
１６
）

▽
海
老
名

市
川
敏
彦（
１１
・
２１
）

▽
い
ち
き
串
木
野

松
下
育
郎（
１１
・
２１
）

▽
南
あ
わ
じ

登
里
伸
一（
１１
・
２７
）

▽
高
萩

篠
原
新
一
郎（
１１
・
２９
）

▽
奄
美

伊
東
隆
吉（
１１
・
２９
）

▽
南
砺

水
木

猛（
１２
・
３
）

▽
小
美
玉

野
村
武
勝（
１２
・
３
）

▽
伊
勢

池
田
ミ
チ
子（
１２
・
３
）

▽
尾
鷲

與
谷
公
孝（
１２
・
３
）

▽
東
か
が
わ

大
山
圓
賀（
１２
・
３
）

▽
い
な
べ

林

正
男（
１２
・
４
）

▽
舞
鶴

和
佐
谷

寛（
１２
・
４
）

▽
桑
名

岡
村
信
子（
１２
・
５
）

▽
玉
名

小
屋
野
幸
隆（
１２
・
５
）

▽
黒
部

稲
田

弘（
１２
・
６
）

▽
草
加

芝
野
勝
利（
１２
・
６
）

▽
我
孫
子

宮
本
慈
子（
１２
・
６
）

▽
観
音
寺

秋
山
忠
敏（
１２
・
６
）

▽
阿
南

小
島
正
行（
１２
・
７
）

▽
四
国
中
央

越
智

滋（
１２
・
７
）

▽
桶
川

関
根
隆
夫（
１２
・
１１
）

▽
大
田
原

小
林
正
勝（
１２
・
１２
）

▽
葛
城

西
川
弥
三
郎（
１２
・
１３
）

▽
立
川

米
村

弘（
１２
・
１８
）

▼
副
議
長

▽
ひ
た
ち
な
か深

川
澄
子（
１１
・
８
）

▽
野
洲

田
中
孝
嗣（
１１
・
８
）

▽
安
来

勝
部
幸
治（
１１
・
８
）

▽
南
魚
沼

和
田
英
夫（
１１
・
１２
）

▽
亀
山

池
田
依
子（
１１
・
１２
）

▽
泉
南

森

裕
文（
１１
・
１２
）

▽
え
び
の

外
園
三
千
男（
１１
・
１２
）

▽
牧
之
原

鈴
木
勇
次（
１１
・
１３
）

▽
東
大
阪

内
海
公
仁（
１１
・
１４
）

▽
豊
岡

上
坂
正
明（
１１
・
１４
）

▽
酒
田

橋
本
明
宗（
１１
・
１５
）

▽
岡
崎

稲
垣
良
美（
１１
・
１５
）

▽
新
城

太
田
善
市（
１１
・
１５
）

▽
岩
国

中
塚
一
廣（
１１
・
１６
）

▽
浜
田

原
田
義
則（
１１
・
１９
）

▽
海
老
名

坂
本
俊
六（
１１
・
２１
）

▽
い
ち
き
串
木
野

丸
山
善
一（
１１
・
２１
）

▽
南
あ
わ
じ

楠

和
廣（
１１
・
２７
）

▽
高
萩

鈴
木
英
樹（
１１
・
２９
）

▽
甲
賀

伴

資
男（
１１
・
２９
）

▽
奄
美

叶

幸
与（
１１
・
２９
）

▽
南
砺

且
見
公
順（
１２
・
３
）

▽
小
美
玉

中
村

強（
１２
・
３
）

▽
伊
勢

薮
谷

茂（
１２
・
３
）

▽
尾
鷲

神
保
美
也（
１２
・
３
）

▽
西
脇

田
村
慎
悟（
１２
・
３
）

▽
防
府

原
田
洋
介（
１２
・
３
）

▽
東
か
が
わ

田
中
貞
男（
１２
・
３
）

▽
霧
島

木
場
幸
一（
１２
・
３
）

▽
い
な
べ

城
野
正
昭（
１２
・
４
）

▽
舞
鶴

米
田
利
平（
１２
・
４
）

▽
桑
名

佐
藤

肇（
１２
・
５
）

▽
玉
名

�
村
四
郎（
１２
・
５
）

▽
南
さ
つ
ま

古
木
健
一（
１２
・
５
）

▽
黒
部

松
本
正
則（
１２
・
６
）

▽
草
加

松
井
優
美
子（
１２
・
６
）

▽
我
孫
子

澤
田
愛
子（
１２
・
６
）

▽
観
音
寺

佐
伯
芳
信（
１２
・
６
）

▽
曽
於

海
野
隆
平（
１２
・
６
）

▽
阿
南

山
崎
雅
史（
１２
・
７
）

▽
四
国
中
央

大
西

晁（
１２
・
７
）

▽
滑
川

浦
田
竹
昭（
１２
・
１０
）

▽
桶
川

砂
川
忠
重（
１２
・
１１
）

▽
大
田
原

小
池
清
一（
１２
・
１２
）

▽
葛
城

川
辺
順
一（
１２
・
１３
）

お
知
ら
せ

本
紙
１
月
５
日
付
第
１

６
７
５
号
は
、
第
１
６
７

６
号
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（財）東京市政調査会

第第１１９９回回『『都都市市問問題題』』公公開開講講座座

「開け！ 街のシャッター」
財団法人東京市政調査会は「開け！ 街のシャッター」と題し

て、第１９回「都市問題」公開講座を下記の日程で開催します。
大規模店舗の進出により、多くの中小零細の商店や工場が経

営難に陥り、日本の各地で中央商店街の衰退が顕著になってき
ています。
シャッターの降りた街を復興させるため、政府や自治体、住

民の役割は何か、地域の可能性をどのようにして見出し活用す
べきかについて考えていきます。
皆さまのご参加をお待ちしております。

◎基調講演
増田 寛也氏（総務大臣）

◎パネルディスカッション
パネリスト
鈴木 輝隆氏（江戸川大学社会学部ライフデザイン学科教授）
服部 年明氏（中小機構・まちづくりサポーター、（株）ま

ちづくり長野・前タウンマネージャー）
牧野 百男氏（福井県鯖江市長）
山口 乃子氏（Aizu Anessa Club 代表）

司会
高井 正氏（東京市政調査会主任研究員）

記
◆日 時：平成２０年２月２日（土）１３：３０～１６：３０
◆場 所：日本プレスセンター１０階ホール

（東京都千代田区内幸町２―２―１）
◆参 加 費：無料
◆申 込 み：東京市政調査会ホームページで

（http : //www.timr.or.jp）
◆申込期限：平成２０年１月２５日（金）

（満席となり次第受付終了）
◆問 合 せ：（財）東京市政調査会研究室 TEL０３（３５９１）１２６１

第１６７４号 平成１９年１２月２５日 （４）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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